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整理する。第 3 節では、外部環境の悪い状況では集積論にも限界があること示唆する。第 4
節、第 5 節では、立地的に不利な企業にとって企業経営戦略を、事例・データ分析を踏ま







2.1.  自前主義の崩壊の要因 
そこで、自前主義の崩壊の要因を、以下の 2 点に整理してみる。 
 












































2002 年 1 月から 6 月にかけて質問票による調査を行っている。 
外部環境に関する各項目で、日本が不利か有利かについて尋ねた結果、総じてほとんど
が「不利」となっている（図 1 参照） 。かろうじて、 「⑯市場の大きさ」 、 「⑱高いレベルで
遺伝的背景が共有」が比較的高く、 「どちらとも言えない」の水準に達している。 
「日本が不利」という指摘が強かったのは、 「①チャレンジを尊ぶ風土」 、 「②失敗に対す
































あり、他の社会的文脈には容易に移植できないと考えられている（Brannen et al., 1998） 。
一方で、移らなければ不利な外部環境により、現時点における成長が見込めないというジ
レンマが存在する。このジレンマを、 「外部環境劣位性と経営資源の他国への移転困難性に















この議論の背景にあるのは、 Resource-based View （以下、 RBV） の考え方である。 RBV
では、企業のパフォーマンスの決定因子として個別企業レベルの内部経営資源の他社との
異質性を重視する（Conner，1991; Barney, 1986，1989） 。したがって、業界構造が SCP
ロジックからみて魅力的かどうかにかかわらず、企業が競争優位をもたらす内部経営資源
を蓄積していれば、 その企業が経済的レントを獲得する可能性があると考える。 また、 RBV
を動学的に発展させた DC 論の研究も近年進んでいる（Dierickx and Cool, 1989a, 1989b;  5
Teece, Pisano and Shuen, 1997; Helfat and Peteraf, 2003; Ander and Helfat, 2003; 
Peteraf and Bergen, 2003） 。 
 




この議論の背景にあるのは、Centers of Excellence（以下、COE）の考え方である。 「多
国籍企業の海外子会社の持つ卓越した能力の概念」 （浅川、2003）として研究も進んでいる
























  まず、 「現状の外部環境劣位性と高い潜在的成長性による SCP ロジックのジレンマ」の















梢性血管疾患の臨床試験を開始するための IND（Investigational New Drug、治験薬）申




ラクレス）に上場した。自社開発の Magtration technology を活用して、遺伝子研究の基礎
工程である DNA 抽出作業の時間短縮と効率性を飛躍的に向上させることに成功し、 海外企
業との提携を通じ、海外市場における販売を増加させている。 




テムの Magtration technology の開発に成功した。さらに、 「ヒト」 、 「カネ」の獲得という





による SCP ロジックのジレンマ」 のため、 本拠を海外に移すこともできなかった。 そこで、
ロシュ、キアゲンといった海外企業を活用（つまり、それらの海外企業が持つ販売網とい









システムの Magtration Technology の開発につながり、ロシュやキアゲンとのアライアン









れ RC 論と SCP ロジックの議論を反映している。理論的な裏付けがあることからも、これ
らの要因の信頼性は高いと考えられる。 
 









傾向①  より初期のステージでの活発化 
図 2 では、契約完了時点における開発ステージ別の契約件数の推移が表されている。こ
の図から、契約件数自体が増加していることがわかる。特に、活発化しているのは、より
初期ステージの 「化合物の発見」 、 「前臨床試験」 、 「第 I 相臨床試験」 である。 2000 年と 2004
年のデータを比べれば、それらのステージで、1.5 倍から 2 倍弱の伸びを示していることが
わかる。特に、 「化合物の発見」ステージでの増加が、2000 年の 101 件から 2004 年の 193
件へと最も大きい。 
  8
傾向②  初期ステージでの契約金額の高騰 
第 2 の傾向として指摘できるのは、 初期ステージでの契約金額の高騰である （図３参照） 。
常識的には、ステージが早ければ早い程、リスクが高いため、契約金額は低いと考えられ
る。しかし、第 I 相臨床試験における契約金額の総額は 2003 年、2004 年とも 6000 万ドル
弱と、2000 年の水準の 2 倍弱のレベルに達し、第 II 相臨床試験とほぼ同水準かそれ以上の






企業に格差が見られる。 以下ではアライアンス上手な製薬企業の特徴を 4 点挙げてみたい。 
 





















                                                  
1  実際においても、 欧州製薬企業においてもこの最適外部依存度はかなり重要な論点となってい
る。この点に関する文献としては Herrling（1998）を参照。  9
  したがって、最適な外部依存度が存在する。そのことを図示したのが図 5 である。まず、
外部依存度を、 獲得のために投入される経営資源 x の R&D 活動に利用可能な全体の経営資
源量 X の比率（x*/Ｘ）と定義する。図 5 では、一定のＸの下、x*/Ｘが吸収・活用量 T を
最大にする最適外部依存度を示している。外部ナレッジの獲得に投入される経営資源量 x
の水準が x*  以下では、その増加による獲得効果が吸収・活用効率効果を上回っている。一
方、x の水準が x*以上では下回っている。 
 








特徴③  提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解 
「探索・獲得」 ・ 「吸収・活用」の両方の能力向上のために重要なのは、組織として積極














                                                  
2  この調査結果は、2003 年に行われた国内製薬企業（日本企業ならびに外資系企業）の日本に





















影響であることが確認されている。 その統計的なデータは、 推定値 0.255=0.58*0.44, p<0.01


















  これまで、海外に劣らないクラスター構築の困難性を前提とした、企業戦略構築の重要 11
性を指摘した。その戦略の柱の一つが、海外クラスターの活用であった。 
  その点から考えれば、外部環境が劣位の国・地域におけるクラスター形成には段階的に
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出所：  中村・浅川（2004b） 
 
表１：  SCP ロジックに対するジレンマ 
－外部環境劣位性と経営資源の他国への移転困難性による SCP ロジックのジレンマ－ 
 
外部環境の優劣と経営資源の他国への移転困難性の高低による企業戦略の分類 
低 い     移転困難性      高 い  























































① チャレンジを尊ぶ風土 ⑪ 変化を起こしにくい風土
② 失敗に対する寛容さ ⑫ リーダーシップの存在
③ 投資家のR&Dへの投資意欲 ⑬ 専門的知識（ノウハウ）をもつ人材の確保しやすさ
④ ベンチャーキャピタリストの存在 ⑭ 企業家精神
⑤ 大学教授のビジネスマインド ⑮ ベンチャーへのインセンティブシステム
⑥ TLOの整備 ⑯ 市場の大きさ
⑦ 政府の規制 ⑰ 国レベルで遺伝的背景が共有
⑧ 大企業偏重の文化 ⑱ 高いレベルで遺伝的背景が共有
⑨ 企業における長期視野 ⑲ 信頼性の高い医療データの長期的な蓄積
⑩ 企業におけるイノベーション戦略の存在 16



















































2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
 
出所：   Burrill & Company, BIOTECH 2004, 2005 Life Sciences 
 ( 邦訳「G.スティーブン・バリルの BIOTECH2004, 2005」日経 BP、三菱商事)  17



















































1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
 
出所：   Burrill & Company, BIOTECH 2004, 2005 Life Sciences 
 ( 邦訳「G.スティーブン・バリルの BIOTECH2004, 2005」日経 BP、三菱商事)  18
図４：  探索・獲得能力と吸収・活用能力のバランス 
 
 
出所：  中村・浅川（2004a） 
 
図５：  最適外部依存度 
 





































図６：  提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解の必要性 
 













































**** p<0.001; *** p<0.01
** p<0.05; * p<0.10
 
 
略号 ： x1=近くの大学 x2=国内他地域の大学 x3=海外の大学 x4=社外の学会等 x5=研究開発本部 x6=生産
部門 x7=マーケティング部門 x8=トップマネジメント y1=R の成果 y2=医薬品成果 
 
 
出所：  浅川・中村（2005）  21




  モデル1a  モデル1b  モデル2a  モデル2b 
従属変数  Rの成果  Rの成果  医薬品成果 医薬品成果 
日本/外資  -0.47  -0.48  -0.49  -0.56 
  [0.38]  [0.38]  [0.38]  [0.38] 
探索/前臨床他  0.52  0.60  0.15  0.26 
  [0.41]  [0.42]  [0.41]  [0.41] 
大学・学会  0.18  0.16  -0.02  -0.00 
  [0.22]  [0.22]  [0.22]  [0.22] 
R&Dから  -0.19  -0.21  0.02  -0.05 
  [0.22]  [0.22]  [0.22]  [0.22] 
R&D以外から  0.74***  0.89***  0.89****  1.06**** 
  [0.27]  [0.28]  [0.27]  [0.29] 
オープンさ  0.23  0.23  -0.02  -0.08 
  [0.22]  [0.22]  [0.22]  [0.22] 
大学・学会＊オープンさ    0.51**    0.64** 
    [0.25]    [0.25] 
・-2対数尤度  306.61  302.58  307.24  301.41 
カイ２乗  16.46**  20.49***  16.85***  22.69*** 
自由度  6  7  6  7 
擬似R２(Cox&Snell)  0.13  0.16  0.13  0.18 
擬似R２(Nagelkerke)  0.14  0.17  0.14  0.19 
擬似R２(McFadden)  0.05  0.06  0.05  0.07 
N  117  117  117  117 
  
統計的有意水準:  **** p<0.001; *** p<0.01; ** p<0.05; * p<0.10  
[    ] 内は標準誤差   
  
出所：  浅川・中村（2005） 
 